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要約
　東京大学社会科学研究所が実施する「働き方とライフスタイルの変化に関する全国調査」と2020
年に新たに実施したウェブ特別調査を⽤いて、（1）コロナ禍における不安および健康と⽣活意識、

（2）コロナ禍における社会的孤⽴リスクの格差、（3）新型コロナウイルス感染症（COVID-19）のリ
スク認知、（4）離家経験の世代間格差、の4点について分析した。
　第1のテーマでは、緊急事態宣言下の不安に着目し、どのような人に不安傾向が高いのかを分析
すると、女性の方が男性より不安を感じやすく、年齢が高くなると不安は高くなる傾向にあった。
高学歴層と単身者は、不安スコアが低い傾向があり、専門・管理職の場合には、ブルーカラー職と
比較して不安スコアが平均的に低い。パネル調査であることの特性を活かして、健康と生活意識
についてコロナ禍以前と以後の変化を分析すると、コロナ禍で健康と生活に関わる状況が大きく
損なわれた人の比率が増えたと結論することはできなかった。
　第2のテーマでは、社会的孤立（他者との接触、交流機会がない状態）の経験がコロナ禍の前後
でどのように変化したのかを分析した。直接会ったり、電話やビデオ通話で話をしたりする人間関
係については、コロナ禍で孤立を経験する人の割合が高まった。一方、メールやテキストメッセー
ジでやり取りする人間関係からの孤立には変化がみられなかった。また、コロナ禍で対面や通話の
ネットワークからの孤立をより経験しやすくなったのは、コロナ禍以前には相対的に孤立リスクの
低かった人びとであり、リスクがもともと高い人びとは一貫して孤立経験割合が高いままであった。
　第3のテーマは、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）のリスク認知である。多くの人（約
87%）が実効再生産数（COVID-19に対するリスク認知）を実際よりも高く見積もる傾向がある。実
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4.新型コロナウイルス感染症（COVID-19）
のリスク認知

（1）はじめに
　新型コロナウイルス感染症（以下COVID-19）
は、すでに多くの犠牲者を出しており、また人々
の生活様式を一変させた。COVID-19が与えた
影響については、死亡者数、感染者数、行動の
制限、経済的損失等について様々な分析がなさ
れてきた。例えば、COVID-19による打撃は低
所得者層においてより大きいこと（Kikuchi et al. 
2020）、ソーシャルディスタンシング（S D）を
とることによって死亡が回避され、その結果
として経済的損失を大きく回避できることを
指摘する研究もある（Greenstone and Nigam 
2020）。このように、経済的な損失や個人の行
動を分析した例は多くみられる一方で、個人が
COVID-19とそのリスクをどのように受け止め、
またその受け止め方が行動とどのように関連し
ているかについては未だ不明な点が多い。本稿
では、（1）COVID-19に対するリスク認知が人々
の属性でどのように異なるのか、（2）COVID-19

に対するリスク認知がCOVID-19に対する備え
や日常の行動にどのような影響を与えるのか、
の2点について分析する。

（2）分析課題
　本稿と関連する先行研究としてはAkesson et 
a l . （2020）があげられ、主要な分析結果は以下
の2点である。第1に、多くの人がCOVID-19の
感染リスクを実際よりも過大に見積もっている。
未知の脅威に対してはリスクを過大に見積もる
ことが知られており（Slovic 2000）、こうしたメ
カニズムが作用していると考察している。第2に、
COVID-19に対するリスク認知が高い人ほどS D
行動をとっていないという結果が報告されてい
る。この結果は、一見すると意外かもしれない。
なぜならば、COVID-19に対するリスク認知が
高いのであれば、COVID-19に感染するリスク
要因を回避するため、よりS D行動を心がけると
考えられるからである2。Akesson et al. （2020）は、
COVID-19に対するリスク認知が高い人ほどS D
行動をとっていないという現象を「宿命的効果

1　本稿は、東京⼤学社会科学研究所パネル調査プロジェクト・ディスカッションペーパーシリーズ N o.128「コロナ
禍にみる⼈々の⽣活と意識：「働き⽅とライフスタイルの変化に関する全国調査2020 ウェブ特別調査」の結果か
ら」（2021 年2 ⽉）に加筆・修正したものである。本稿は、⽇本学術振興会（J S P S）科学研究費補助⾦基盤研究

（S）（18103003,22223005）、特別推進研究（25000001, 18H05204）の助成を受けて⾏った研究成果の⼀部であ
る。東京⼤学社会科学研究所パネル調査の実施にあたっては社会科学研究所研究資⾦、（株）アウトソーシングか
らの奨学寄付⾦を受けた。調査は⼀般社団法⼈中央調査社に委託して実施した。パネル調査データの使⽤にあたっ
ては社会科学研究所パネル調査運営委員会の許可を受けた。

2　この考え方の前提には、SD行動がCOVID-19感染確率を低くするという信念がある。

効再生産数の過大な認知は様々な属性に規定されている。具体的には、男性は女性に比べて、大
卒者は非大卒者に比べて過大認知をしない傾向、年齢が高い人は低い人に比べて過大認知をしな
い傾向、販売·サービス職と生産現場等の職業は専門・管理・技術職に比べて実効再生産数を過
大に認知する傾向がある。こうした実効再生産数を過大に見積もる人は、そうでない人に比べて、
換気をしたり、外食を控える傾向がある。
　第4のテーマでは、継続サンプル·追加サンプルとリフレッシュサンプルの間で、離家経験に世
代差がみられるかを分析した。出生コーホート別に離家イベントの発生率を比較すると、リフレッ
シュサンプルの世代（1986 ～ 1998年出生）では、女性において25歳以降での離家の発生率が低
いことが示された。また、離家のきっかけを出生コーホート別に比較すると、リフレッシュサンプ
ルの世代では、男女ともに結婚をきっかけとした離家が減少する傾向がみられた。未婚化·晩婚化
などの社会状況の変化にともない、若者がいつどのように離家を経験するかにも変化が生じてい
ることが示された。1

【注：当稿は10月号前編、11月号後編として２カ月に分けて紹介する】
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（fatalism ef fect）」として解釈している。すなわ
ち、COVID-19感染力が強いと考えるようにな
ると、S DをとったとしてもCOVID-19に感染す
る確率を上方修正する（例えば手を頻繁に洗うな
どの対策をしていてもウイルスに感染するとい
うように）。しかし、個人がどのような対策をし
てもCOVID-19に感染する確率が高いと考える
ようになると、S Dをとることを避ける可能性が
あり、こうしたメカニズムはひとつの合理的な3

「宿命的効果」であると指摘している（Akesson et 
al. 2020）。
　本稿では、Akesson et al. （2020）を踏まえた
うえで、（1）COVID-19に対するリスク認知が人々
の属性でどのように異なるのか、（2）COVID-19
に対するリスク認知がCOVID-19に対する備え
や日常の行動にどのような影響を与えるのか、
の2点について分析する。
　本稿では、前編で説明した「東大社研パネル
ウェブ特別調査2020」を用いて分析をおこなう。

（3）COVID-19に対するリスク認知の規定要因
　まずは、COVID-19に対するリスク認知が、人々
のどのような属性に規定されているのかを確認
する。 ここでは、COVID-19に対するリスク認知
を、実効再生産数の認知として捉える。実効再
生産数とは、ある時点における1人のCOVID-19
感染者が平均的に何人に感染させるかを表す指
標である。実効再生産数の認知は、COVID-19
に対するリスク認知の変数としてAkesson et al. 

（2020）でも用いられている。具体的には、東大
社研パネルウェブ特別調査2020において、「平
均して、1人の感染者から新型コロナウィルスに
感染する人は何人いると思いますか。咳、くしゃ
み、近い距離で話すなど直接に接触した場合の
み考慮してください。」という質問で測定してい
る。実効再生産数の認知をアウトカム変数とし

て、様々な属性に回帰する。予測変数としては、
年齢、性別、学歴（大卒を1、非大卒を0）、就業

（就業を1、非就業を0）、婚姻状況（配偶者有り
を1、配偶者無しを0）、職業（専門・技術・管理職、
事務職、販売・サービス職、生産現場職・技能職・
運輸・保安職・農林水産の仕事、の4カテゴリ）、
従業上の地位（典型雇用を1、非典型雇用を0）を
用いる4。
　アウトカム変数の分布を示したのが図1であ
る。図1からは、実効再生産数の認知は右裾の
長い分布であることがわかる。平均値は9.7人
であり、中央値は5人となっている5。ここで実
際の実効再生産数を確認してみると、2020年
3月1日から2020年11月9日の間では、実際に
日本が直面した実効再生産数は最小値が0.5（5
月11日）、最大値が2.27（4月3日）となってい
る。したがって、多くの人は実効再生産数を実
際よりも過大に見積もっていることが確認でき
る。実効再生産数の認知として2.27よりも大き
な値を過大な見積もり、0.5よりも小さい値を
過小な見積もり、0.5以上2.27以下を妥当な見
積もりと定義すると、それぞれの度数分布の割
合は表1の通りとなる。表1からは、過大な認
知が87.26%と最も割合が高く、次いで妥当な

3　「合理的」という用語は様々な意味として用いられているが、Akesson et al. （2020）らは「個人の信念にそった行動
をしている」という意味で「合理的」という用語を用いている。

4　経営者・役員、社員・正職員、自営業主、自由業者、家族従業者を典型雇用とし、パート・アルバイト・契約・臨
時・嘱託、派遣社員、請負社員、内職、その他を非典型雇用とした。

5　実効再生数については、以下のサイト（https://toyokeizai.net/sp/visual/tko/covid19/）よりダウンロードした。
算出の方法は、（直近7日間の新規陽性者数／その前7日間の新規陽性者数）̂ （平均世代時間／報告間隔）」である。
ただし平均世代時間は5日、報告間隔は7日と仮定している。モデル推定のスクリプト等は以下のサイト（https:/ /
github.com/contactmodel/COVID19-Japan-Reff）を参照している。

図1　実効再生産数認知の度数分布 
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認知の11.61%、過小な認知の1.13%であるこ
とがわかる。COVID-19の感染リスクについて
過大な認知をするという傾向は、英米のデータ
を分析したAkesson et al. （2020）の結果と同様
である。未知の脅威に対してはリスクを課題に
評価する傾向が指摘されており（Slovic 2000）、
COVID-19の感染リスクもこうしたケースに該当
すると推測できる。

　次に、実効再生産数のリスク認知を様々な属
性に回帰した分析をおこなう。アウトカム変数
は、（1）実効再生産数の認知を連続変数として
そのまま用いたもの、（2）2.27より大きな値を
過大認知としたもの（2.27以下を非過大認知と
する）、の2種類を用いる。予測変数としては、
年齢、性別、学歴、婚姻状況、職業を用いる。（1）
と（2）の分析結果をそれぞれ図2、3で示してい
る。図2（a）の実効再生産数認知を連続変数とし
てアウトカムとして用いた場合には、大卒は非
大卒に比べて実効再生産数を低く見積もり、年
齢が高い人は低い人に比べて実効再生産数を低
く見積もり、事務職と販売・サービス職は専門・
管理・技術職に比べて実効再生産数を高く見積

もる傾向が確認できる。図2（b）の実効再生産数
の過大認知をアウトカムとして用いた場合には、
男性は女性に比べて、大卒は非大卒に比べて過
大認知をしない傾向、年齢が高い人は低い人に
比べて過大認知をしない傾向、販売・サービス
職と生産現場等の職業は専門・管理・技術職に
比べて実効再生産数を過大に認知する傾向を確
認できる。以上から、実効再生産数の見積もりは、
性別、学歴、職業と関連があることが明らかと
なった。職業との関連については、リモートワー
クが困難な場合が多い販売・サービスや生産現
場職で過大認知の傾向があることから、実際に
人と接触するなど感染リスクにさらされること
がリスク認知を高めている可能性もあるだろう。

（4）COVID-19に対するリスク認知がSDや
備えに与える影響

　これまでに、COVID-19に対するリスク認知（実
効再生産数の認知）の分布および規定要因を確認
した。次に、COVID-19に対するリスク認知（実
効再生産数の認知）がS DやCOVID-19に対す
る備えにどのような影響を与えるのかを確認す
る。先述の通り、英米データを用いたAkesson 
et al. （2020）は、COVID-19のリスクを過大に見
積もる人がS Dをとらないという「宿命的効果」
を指摘している。本稿では、日本のデータを用
いることで、このような「宿命的効果」が観察さ
れるのか、それとも別様な関連が観察されるの
かを明らかにする。Akesson et al. （2020）では
COVID-19に対する過大なリスク認知を議論の
遡上にあげているため、ここでは、先述の分析

表 1　 操作的定義に基づく実効再生産数の
過小・妥当・過大認知の分布 

度数（人）

パーセンテージ

過小な認知

41

1.13%

妥当な認知

420

11.61%

過大な認知

3158

87.26%

注）2020年3月1日から2020年11月9日の期間における実際
の実効再生産数の最小値である0.5（5月11日）より小さい認知
の場合を過小な認知、最大値である2.27（4月3日）より大きい認
知の場合を過大な認知、0.5以上2.27以下の認知の場合を妥当
な認知と定義している。

図2　実効再生産数認知の規定要因の分析結果 

注）OLS推定。●は点推定値、バーは95%信頼区間を意味する。
職業変数（事務、販売・サービス、生産現場等、無職）のレファレンスは専門・技術・管理職である。
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で用いた2.27より大きな値を過大認知とする変
数を処置変数として用いる。先の分析結果を踏
まえて、図3のような有向非巡回グラフ（Directed 
Acyclic Graph: DAG）を仮定する。図3の（a）と

（b）は、婚姻状況と職業の因果関係が異なる。し
かしながら、図3（a）、（b）のいずれの場合でも、
年齢、性別、学歴、就業、婚姻状況、職業を条
件づけることで処置変数とアウトカムの潜在的
結果変数（Potential Outcome: PO）の間に条件
付き独立が成立するため、実効再生産数の過大
認知がアウトカム変数に与える因果効果を識別
できる6。本稿では、処置変数と交絡因子の間の
モデリングを通じて、逆確率重み付け（Inverse 
Probability Weighting: IPW）推定をおこなう。
I P Wを推定する際に用いる共変量は、先述の年
齢、性別、学歴、就業、婚姻状況、職業である

（図3）。I P W推定量とは、母集団全体が過大認
知をした場合と非過大認知をした場合のP Oの
差で表すことができる。したがって、I P W推定
で得ようとしているのは集団全体の平均処置効
果（Marginal Average Treatment Effect）である。
アウトカム変数は、SDやCOVID-19に対する備
えの変数を用いる。具体的には、「あなたが、新
型コロナウィルス感染症について備えているこ
とや、心がけていることはありますか」という質
問に対して、複数の回答選択肢が示されている。
選択肢としては、「新型コロナウィルス感染症に

関する情報を意識して集めている」「人と直接会
うときには一定の距離（2メートルなど）をとって
話をするようにしている」「不特定多数の人が集
まる場所にはできるだけ行かないようにしてい
る」「外食をできるだけ控えるようにしている」

「レストランなどを利用するときは、テイクアウ
ト（持ち帰り）やデリバリー（出前）を利用するよ
うにしている」「実家への帰省を控えるようにし
ている」「遠出の旅行は控えるようにしている」

「できるだけ換気をおこなうようにしている」等
が与えられている。
　I P W分析によって推定した集団全体の平均
処置効果を図4に示した。図4からは、実効再
生産数の過大な認知が、S DやCOVID-19の備
えを抑制させるという傾向は確認できない。こ
の結果は、実効再生産数の過大な認知がS Dや
COVID-19の備えを抑制するという「宿命的効
果」を指摘するAkesson et al. （2020）とは異なる。
むしろ、図4の結果は、実効再生産数の過大な
認知は、「換気をする」「外食を控える」といった
一部にアウトカムにおいて、SDやCOVID-19の
備えを促進する傾向を明らかにしている。すな
わち、図3のDAGを受け入れる限りにおいては、
日本では英米と異なり、COVID-19に対する過
大なリスク認知（実効再生産数の過大な認知）は、
平均的に「換気をする」「外食を控える」ことを促
進する。

6　DAGを用いた識別の条件についてはPearl （2009）を参照されたい。もちろん、仮定しているDAGが間違っている
ようであれば、当然ながら効果は識別できないが、ここでは図3 のDAGを前提として議論を進める。

図3　分析におけるDAGの仮定

注）矢印は母集団において少なくとも1個体で因果関係があることを示す。矢印がないことは因果関係がないことを示す。 
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（5）おわりに
　本稿では、コロナ禍に関する生活経験等の
項目を尋ねている東大社研パネルウェブ特別調
査を用いて、（1）COVID-19に対するリスク認
知が人々の属性でどのように異なるのか、（2）
COVID-19に対するリスク認知がCOVID-19に
対する備えや日常の行動にどのような影響を与
えるのか、の2点について明らかにすることを
試みた。（1）の点について明らかになったことは
2点である。第１に、多くの人（約87%）が実効
再生産数（COVID-19に対するリスク認知）を過
大に認知する傾向がある。第2に、実効再生産
数の過大な認知は様々な属性に規定されている。
具体的には、男性は女性に比べて、大卒は非大
卒に比べて過大認知をしない傾向、年齢が高い
人は低い人に比べて過大認知をしない傾向、販
売・サービス職と生産現場等の職業は専門・管
理・技術職に比べて実効再生産数を過大に認知
する傾向がある。（2）の点については、以下の

点が明らかとなった。すなわち、Akesson et al. 
（2020）が指摘する、実効再生産数の過大な認知
がS DやCOVID-19の備えを抑制するという「宿
命的効果」は確認できない。むしろ、実効再生産
数の過大な認知は一部のS Dや備え行動を促進
する。国や社会が異なれば、様々なコンテクス
トが異なるため、リスクに対する認知やそれに
伴う行動も異なると考えられる。繰り返しにな
るが、本稿の分析結果は図3のDAGを仮定した
場合に限る7。
　Akesson et al. （2020）が指摘するように、リス
ク認知と行動に関する研究は、政策立案者が危
機に直面した際に、どのようにして人々を動員
するべきかについて知見を提供する。コロナ禍
では、行動変容を目的として様々な施作がメッ
セージが発信された。人々がリスクをどのよう
に見積もり、そうした見積もりに応じてどのよ
うな行動をとるのかを明らかにすることは、危
機に対応する際の基礎的資料となるだろう。
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2020-26.
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○ Pearl, Judea. 2009. Causality: Models, 
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図4　COVID-19 に対するリスク認知（実効再生産数の
認知）がSDや備えに与える影響

注）IPW 推定。推定結果は、母集団全個体が過大なリスク認知
をした場合と、母集団全体が過大なリスク認知をしていない場
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ある。
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（大久保将貴）

5.リフレッシュサンプルにおける
離家経験・再同居経験の状況

（1）研究の背景
　若者が親元から離れて暮らすことを「離家」
という。離家は、学校の卒業や就職、結婚、子
の出生などとともに、若者が親から自立してい
く過程で経験する象徴的なライフイベントの1
つとして位置づけられてきた（Shanahan 2000; 
Furstenberg 2010）。若者は、離家によって出身
家庭からの「巣立ち」を経験し、親元を離れて自
律的な生活を営むなかで、大人としての役割を
身につける。
　しかし近年、若者の「巣立ち」のあり方が変
容している。若者が離家を経験する年齢は、男
性では1940-44年出生コーホート、女性では
1950-54年出生コーホート以降で遅れがみられ
るようになり、若い世代になるにつれて遅くなっ
ている（鈴木 2016）。また、かつては男性は結
婚前に離家し、女性は結婚するまで親元にとど
まるというのが日本の典型的なパターンであっ
た（鈴木 2016）。しかし1980年代以降の出生コー
ホートを対象とした分析では、結婚前に離家す
る女性が増加し、離家のきっかけにおけるジェ
ンダー差は残存しつつも縮小傾向にあることが
明らかにされている（林 2018, 2021）。さらに、
離家した後に親元に戻る者も、1960年代以降の
出生コーホートで増加している可能性が指摘さ
れている（鈴木 2007）。
　離家は進学や就職、結婚などのライフイベン
トと密接に結びついているため（鈴木 2016）、
高等教育進学率の上昇や未婚化・晩婚化、若年
労働市場の不安定化などさまざまな側面での若
年層の変化を反映し、離家経験にも変化があら
われている。

　こうした背景をふまえて本節では、「働き方
とライフスタイルの変化に関するパネル調査」

（J L PS）のリフレッシュサンプルを用いて、現代
の若年世代における離家や再同居の経験は、前
の世代と比べていかに異なるのか、また、異なっ
ているとすれば、それは若年層のどのような変
化を反映したものであるのかを検証したい。
　J L P Sでは、離家経験についての質問項目が
Wave10で設けられた。「あなたは、親と離れて
別の世帯に住んだことがありますか」という質問
文でこれまでの離家の経験を尋ねており、経験
がある場合には、初めて親と離れたときの年齢
と、そのときのきっかけを尋ねている。Wave13
から新たに調査対象となったリフレッシュサン
プルの離家経験については、今回のWave14で
同様の質問項目が設けられた。これにより、継
続サンプル・追加サンプルの世代（1966-86年
出生）とリフレッシュサンプルの世代（1987-98
年出生）での比較が可能となった。以降の分析で
は、継続サンプル・追加サンプルを1966-75年
と1976-86年の2つの出生コーホートに分け、
リフレッシュサンプルの世代である1987-98年
出生コーホートと比較する。

（2）離家経験率の比較
　はじめに、離家の経験率を出生コーホート別
に比較しよう。離家経験については、親と離れ
て別の世帯に住んだ経験の質問項目において「1. 
親と離れて別の世帯に住んだことがある」を選択
した場合、「離家経験あり」とし、「2. 生まれて
からずっと親と同居している」または「3. 親が亡
くなるまでずっと一緒に住んでいた」を選択した
場合は「離家経験なし」とした8。
　図5 ・図6に、カプラン・マイヤー法による離
家イベントの生存曲線を示した9。図5が男性、
図6が女性の結果である。これらの図は、縦軸
が離家未経験者の割合、横軸が年齢を示してお
り、図中の線が当該の出生コーホートのうち何
歳までにどれくらいの人々が離家を経験したか
ということを表している。

8　継続サンプル・追加サンプルはWave10時点での離家経験、リフレッシュサンプルはWave14時点での離家経験で
ある。継続サンプル・追加サンプルのうち、Wave11〜14で新たに離家した人の情報は含まれていない。

9　15歳未満または35歳以上での離家イベントの発生率は極めて低く、また親からの自立過程での離家とは考えにく
いため、観察期間は15歳から35歳までとした。
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　図5の男性の結果をみると、若い出生コーホー
トほど離家経験率が低く、より遅くに離家を経
験していることがわかる。とくに1966-75年出
生コーホートと1976-86年出生コーホートの間
で大きな差が生じており、1987-98年出生コー
ホートではそこからさらに離家経験率の低下が
進行したことが読み取れる。
　特徴的な点を挙げると、18歳で離家を経験す
る者が多いという点はいずれのコーホートでも
共通しているものの、1966-75年出生コーホー
トでは4割近くが18歳で離家を経験しているの
に対し、1987-98年出生コーホートでは3割に
満たない。また、25歳頃を境に1976-86年出生
コーホートと1987-98年出生コーホートの間に
も離家経験率に差がみられ始め、1987-98年出
生コーホートでは20代後半以降の離家が起こり
にくくなっている10。
　1987-98年出生コーホートにおいて、18歳時
点での離家の多くは進学をきっかけとした離家
である。前のコーホートに比べて高等教育機関
への進学率は上昇しているため、就職による離
家が抑制される一方で進学による離家が促進さ
れることが予測されるが、それにもかかわらず、
18歳時の離家経験率が低下しているということ
は、進学時に離家をしない者が増加している可
能性が示唆される。
　25歳以降の離家の多くは結婚をきっかけとし
た離家であり、その期間の離家経験率が低下し
ているということであれば、前のコーホートよ

りも未婚化・晩婚化の影響が顕著にあらわれて
いるといえるだろう。
　次に、図6の女性の結果についてみてみよ
う。女性においても、若いコーホートほど一貫
して離家経験率が低くなっているが、女性では、
1987-98年出生コーホートと前の2つのコーホー
トとの差が男性よりも明確にあらわれている。
　 ま ず、18〜22歳 頃 ま で の 離 家 経 験 率 が、
1987-98年出生コーホートでは前の2つのコー
ホートに比べて低下している。また、25歳以降
の離家経験率も、1987-98年出生コーホートで
は顕著に低くなっている。前の2つのコーホート
では、30歳時点で8〜9割が離家を経験してい
るのに対し、1987-98年出生コーホートでは7
割程度にとどまる。
　18〜22歳頃までの離家経験率の低下の背景
には、女性の4年制大学への進学率の上昇があ
るだろう。男性と同様に、進学率の上昇ととも
にこの時期の離家経験率が低下しているという
ことは、進学時に離家しない傾向が女性におい
てもみられると推測できる。
　25歳以降の離家経験率の低下は、未婚化・晩
婚化の進行を反映していると考えられる。男性
よりも女性において、未婚化・晩婚化の影響が
明確にあらわれている理由には、男性は進学や
就職、女性は結婚による離家が多いという離家
のきっかけにおけるジェンダー差が挙げられる

（福田 2003; 鈴木 2016; 林 2018, 2021）。

図 5 離家イベントの生存曲線（男性） 図 6 　 離家イベントの生存曲線（女性） 

10　ただし、1987-98年出生コーホートはWave14（2020年）調査時点で22〜33歳であるため、23歳時点以降は、ま
だ当該年齢に達していない回答者も含まれている。したがって、このコーホートの23歳時点以降の離家経験率は、
今後図5よりも高くなることが見込まれ、1976-86年出生コーホートとの差がみられなくなる可能性もある。
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（2）離家理由の分布
　ここまで、男女ともに若い世代で離家経験率
が低下していることが明らかになった。では、
離家のきっかけには世代による違いがみられる
だろうか。
　J L P Sでは、初めて親と離れたときのきっか
けを「1. 入学・進学」「2. 就職・転職・転勤」「3. 
結婚」「4. その他」の4つの選択肢から尋ねてい
る。図7・図8は、その分布を出生コーホート別
に示したものである。最も若い1987-98年出生
コーホートに、まだ離家を経験していない者が
多いことから、離家未経験者も含めた割合を示
している。
　図7の男性の結果をみると、「入学・進学」に
よる離家の割合は、どの世代でも一貫して3割
程度を占めていることがわかる。最も若い1987-
98年出生コーホートの調査時の年齢は22〜32
歳であり、これから入学・進学を経験する者は
少ないことが見込まれるため、「入学・進学」に
よる離家の割合は今後大きく変化しないと考え
られる。高等教育進学率が上昇しているにもか
かわらず、進学をきっかけとした離家の割合に
変化がないことから、前項で述べた進学時に親
元にとどまる傾向がここでも示唆されている。
　「就職・転職・転勤」による離家の割合は、
1987-98年出生コーホートでやや減少している
が、これから離家する者の多くが就職または結
婚をきっかけとした離家であると想定すると、
前のコーホートと比べて大きな違いはみられな
くなることが予想される。
　「結婚」による離家の割合は、若いコーホート
になるほど減少しており、1966-75年出生コー
ホートから順に、24.0%→16.4%→5.5%となっ
ている。1987-98年出生コーホートでは調査時

の回答者の年齢が20代から30代前半であるこ
とをふまえると、今後割合は上昇する見込みが
あるものの、現時点では「その他」のきっかけよ
りも少ない割合となっている。
　図8の女性の結果についても、概ね男性と同
様の傾向が確認できる。「入学・進学」をきっか
けとした離家はどの世代でも25%前後で推移し
ており、大きな変化はみられない。女性におい
ても、より若い世代で進学時に親元にとどまる
傾向が強くなっている可能性が指摘できる。
　「就職・転職・転勤」による離家は、1987-98
年出生コーホートにおいて、すでに前の2つの
コーホートに近い水準に至っている。これから
離家する者の多くが就職や結婚によって離家す
ると推測されること、また、結婚による離家が
減少傾向にあることをふまえると、前の世代よ
りも就職による離家の割合が高くなる可能性も
あるだろう。
　「結婚」による離家は、男性と同様、若いコーホー
トになるほど減少している。1966-75年出生コー
ホートから順に、45.9%→35.0%→11.9%と
なっており、1987-98年出生コーホートではこ
れから結婚による離家を経験する者が多いこと
を想定しても、減少傾向にあることは否めない。

（3）高等教育進学者の進学による離家割合の推移
　ここまでの分析から、リフレッシュサンプル
の世代について、男女ともに、進学時に離家を
しない者が増加している可能性があること、結
婚による離家が減少する見込みであることが指
摘できる。
　そこで、前者の進学時に離家をしない者の増
加に関して追加の分析をおこなった。図9 ・図
10には、出生コーホート別・学歴別に、進学に

図7　出生コーホート別にみた離家のきっかけ（男性） 
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図8　出生コーホート別にみた離家のきっかけ（女性） 
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よる離家を経験した者の割合を示している11。
図9の男性の結果をみると、若い世代になるに
つれて、短大以上進学者の進学による離家の経
験率が低下しており、1966-75年出生コーホー
トから順に43.5%→41.0%→35.4%という結
果が得られている。一方、図10の女性の結果か
らは、世代による違いはほとんどみられず、い
ずれも35%前後で推移している。
　これらの結果からは、少なくとも男性におい
ては、より若い世代、とりわけリフレッシュサ
ンプルの世代（1987-98年出生コーホート）では、
高等教育機関への進学時に離家をせず親元にと
どまる傾向にあるといえそうである。

（4）離家後の再同居の経験割合の比較
　最後に、離家後の親との再同居の経験割合に
ついて分析をおこなった。ここでは、離家経験
のある者のうち、離家後に親と同居したことが
ある場合は「再同居経験あり」、一度も親と同居

していない場合は「再同居経験なし」とした12。
厳密な再同居の経験割合を示すことは難しいも
のの、できる限り近い値を示すことで、現代の
若者の実態に迫りたい。
　 図11の 男 性、 図12の 女 性 の 結 果 を み る
と、1987-98年出生コーホートでは、男性で
18.5%、女性で15.0%が再同居の経験がある。
離家経験がある者の割合が男女ともにまだ6割
程度であることをふまえると、再同居経験率が
15〜20%程度というのは、決して低くない水準
といえるのではないだろうか。また、いずれの
世代においても、女性よりも男性のほうが再同
居の経験率が高い。日本では、同居や家の継承
などの側面においては、娘よりも息子、次三男
よりも長男が優先されるという父系的な傾向が
ある（施 2012）。再同居経験率が女性よりも男
性で高いことの背景には、このような規範的意
識も関係していると考えられる。

11　学歴の変数は、「中学校」「高等学校」を「高校以下」、「専修学校（専門学校）」「短期大学・高等専門学校（5 年制）」「大
学」「大学院」を「短大以上」とした。

12　JLPSでは再同居の経験について尋ねた質問項目はないため、調査への参加前に離家したケースの、初回調査より
前の時点の再同居については把握できず、再同居の経験割合が過小に見積もられている可能性がある。とくに、上
の世代になるほど初回調査時点での年齢が高くなり、離家した時点から初回調査時点までの期間が長くなる傾向に
あるため、再同居の経験率が過小評価されている可能性が高くなる。
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図11　離家後の再同居の経験割合（男性） 図12　離家後の再同居の経験割合（女性） 
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（5）小括
　本節では、若者の離家経験と離家後の再同
居経験について、リフレッシュサンプルの世代

（1987-98年出生コーホート）においてどのよう
な変化がみられるか分析をおこなった。その結
果、リフレッシュサンプルの世代では、前の世
代に比べて離家経験率の低下が進行しているこ
とが示された。
　また、リフレッシュサンプルの世代の特徴と
して、とくに男性において、高等教育機関への
進学時に離家せず親元にとどまる傾向が強く
なっていることが明らかになった。若者の進学・
就職時の地元定着傾向の高まりは、国立社会保
障・人口問題研究所の「第7回人口移動調査」の
分析からも明らかにされており（喜始 2015）、
こうした傾向が離家の経験にも反映されている
と考えられる。
　さらに、男女ともに、結婚をきっかけとした
離家が減少傾向にあることが見込まれ、その傾
向は女性で顕著であった。この結果から、未婚化・
晩婚化は現代の若年世代においても離家を遅ら
せる重要な要因となっていることが示唆される。
日本では、男性は進学や就職、女性は結婚を機
に離家する者が多いことが知られている（福田 
2003; 鈴木 2016; 林 2018, 2021）。したがっ
て、未婚化により結婚という離家の機会が減少
することで、とくに未婚女性にとって離家のハー
ドルが高まっている可能性がある。
　再同居の経験については、リフレッシュサン
プルの世代では、男性で約20%、女性では15%
がすでに再同居を経験していた。離家経験率が
男女ともに6割程度であることをふまえると、こ
の値は低いとはいえず、日本においても欧米と
同様に離家後の再同居を経験する若者が増加し
ている可能性が指摘できる。
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（俣野美咲）

6.おわりに
　本稿は、東大社研パネル調査研究グループ
が実施した「働き方とライフスタイルの変化に
関する全国調査2020年」と「ウェッブ特別調査
2020」を素材として、以下の4つのトピックに関
する分析を行った。（1）コロナ禍における不安お
よび健康と⽣活意識、（2）コロナ禍における社
会的孤⽴リスクの格差、（3）新型コロナウイルス
感染症（COVID-19）のリスク認知、（4）離家経験・
再同居経験の世代間格差、である。
　今回の「ウェッブ特別調査2020」は、コロナ禍、
特に第1回の緊急事態宣言とその後の経験につ
いて焦点を当てたものである。「働き方とライフ
スタイルの変化に関する全国調査」は、2021年、
2022年にも継続しているので、コロナ禍におけ
る経験が、その後の人々のライフコースにどの
ような影響を及ぼしていくのかを今後検証して
いく必要がある。　　　　　　　　　 （石田浩）
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10月の時事世論調査
10月の時 事 世 論 調 査による

と、岸田新内閣（発足時）の支持
率40.3％、不 支 持 率は18.8 ％
だった。近年の新内閣発足時でみ
ると、森内閣の33.3％、麻生内
閣の38.6％に次ぐ低い水準にと
どまった。今回は「わからない」が
40.8％と４割を超え、現時点での
評価を保留している人が目立つ。

調査は全国18歳以上の男女
2,000人を対象として10月８日
から11日に実施、有効回収（率）
は1,279（64.0％）だった。

この時期の国内の動きは、
基準地価、下落：国土交通省は、

７月１日時点の2021年基準地価
を公表した。新型コロナウイル
スの影響が長期化し、全用途の
全国平均はマイナス0.4％で２年
連続の下落、商業地も0.5％のマ
イナスとなった（9月21日）。

横綱白鵬、引退へ：大相撲の
横綱白鵬（36）＝モンゴル出身、
宮城野部屋＝が現役引退を申し
出た。今後は正式な手続きを経
て親方になり、後進の指導に当
たる。2001年春場所で初土俵を
踏み、通算の優勝回数は45回。
長年、右膝の古傷などに苦しん
だ（9月27日）。

自民新総裁に岸田氏：菅義偉
首相の後継を選ぶ９月29日投開
票の自民党総裁選は、岸田文雄
前政調会長（64）が決選投票で河
野太郎規制改革担当相（58）を破
り、第27代総裁に選出された。
また10月４日に招集された臨時
国会・衆院本会議で、自民党の
岸田文雄総裁が第100代の首相
に選出された（9月29日、10月4日）。

新車販売、前月比32％減：軽
自動車含む９月の国内新車販売
台数は31万8371台で、前年同
月を32.2%下回った。前年同月

会期は来年３月末まで、期間中
の集客目標は2500万人。この舞
台で日本は2025年大阪・関西万
博をアピールする（10月1日）。

ノーベル平和賞にジャーナリ
スト：ノルウェーのノーベル賞
委員会は、今年のノーベル平和
賞を、フィリピンのジャーナリス
トであるマリア・レッサさん（58）
と、ロシア紙「ノーバヤ・ガゼー
タ」の編集長ドミトリー・ムラト
フさん（59）に授与すると発表し
た。強権的な政権への批判と報
道の自由を守る取り組みが評価
された（10月8日）。

政党支持率　自民党の支持率
は前月から0.9ポイント増加して
27.4％だった。以下、立憲民主
党は0.8ポイント増の3.8％、公
明党は1.9ポイント減の3.1％、
共産党は0.9ポイント減の1.3%、
日本維新の会は0.2ポイント減の
1.5％、国民民主党は0.2％だっ
た。支持政党なしは0.2ポイント
減の58.8％。

国民の景気感　「良くなった」
は 前 月 よ り6.6ポ イ ン ト 増 の
9.5％、「悪くなった」は8.5ポン
ト減の39.5％だった。時事世論
景気指数は前月から38ポイント
増の74となり、この１年では最
も高い数値となった。

暮らし向き　昨年の今頃と比
べて「楽になった」は前月から1.2
ポイント増の4.7％、「苦しくなっ
た」は0.1ポイント減の22.1％
だった。

割れは３カ月連続で、９月単月
では1968年以来の低水準。東
南アジアでの部品調達が停滞し、
相次ぐ工場の生産停止が大きく
影響した（10月1日）。

緊急事態宣言、全面解除：政
府は19都道府県に発出してい
た緊急事態宣言と８県のまん延
防止等重点措置をほぼ半年ぶり
に全面解除、営業を自粛してい
た企業や商店で再開の動きが広
がった（10月1日）。

ノーベル物理学賞に真鍋淑郎
氏：スウェーデン王立科学アカ
デミーは今年のノーベル物理学
賞を、地球温暖化などの予測手
法を確立した米プリンストン大
の真鍋淑郎上席研究員（90）ら３
氏に贈ると発表した（10月5日）。

国外では、
9.11米 同時 多 発テロ、追 悼

式：国際テロ組織アルカイダの犯
行グループが旅客機を乗っ取り、
ニューヨークの世界貿易センター
ビル、ワシントン郊外の国防総省
に突っ込むなどして数千人が亡く
なった米同時多発テロから20年
の９月11日、世界各地で20年追
悼式が行われた（9月11日）。

中国、台湾T P P加盟申請：中
国商務省は16日、環太平洋経
済連携協定（T P P）への加盟を正
式に申請したと発表した。また、
台湾当局も22日、T P Pへの加盟
に向け正式に申請手続きを行っ
たと発表した（9月17日、22日）。

E U、「タイプC」を標準に：欧
州連合（E U）はスマートフォンな
どの充電機器の端子を、「U S B
タイプC」に統一する法案を発表
した。同法案が成立すれば、消
費者の利便性は増すが、別タイ
プを使っている米アップルには
大きな打撃となる（9月23日）。

約２年ぶりのトニー賞：米演劇
界で最高の栄誉とされる、第74
回トニー賞がニューヨークで開催
された。ミュージカル部門は「ムー
ラン・ルージュ」、演劇部門は「ザ・
インヘリタンス」がそれぞれ作品
賞を獲得した（9月27日）。

ドバイ万博開幕：アラブ首長国
連邦（UAE）のドバイで９月30日、
国際博覧会（万博）の開幕式典が
開かれた。200近い国々が参加し

◇  告　知　板

時事世論景気指数

2012年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年
97.2 143.8 129.1 126.0 120.0 131.9 130.0 109.9
20年 （9月）（10月）（11月）（12月） 21年 （１月）（２月）

21 45 59 9 -5 -1
（３月）（４月）（５月）（６月）（７月）（８月）（9月）（10月）

22 19 -1 23 29 32 36 74
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